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１．はじめに 

鉄道の新線建設等に補強土擁壁を用いる際に電柱荷重を考慮した変形計算を行う場合，従来用いられてい

る静的荷重を Newmark 法等の動的解析に適用すると過大な変位量が算定される．そこで，文献 1）で電柱の

動的解析を行い，変形計算に用いる電柱荷重を算定した．本文では，補強土擁壁の L2 地震時の変形計算に

電柱荷重を一定荷重とした場合と，時刻歴荷重とした場合についての安定計算を行い補強材仕様について比

較を行ったので報告する． 

２．変形計算 

変形計算は図 1に示す変形

モードについて Newmark 法

を用いた計算２）を行った．計

算断面は壁高 H=3m，7mの 2

ケースとした． 

盛 土 材 は γ

=20kN/m3,φ=35°と

し，その他の条件は

図 2 に示す．補強材

敷設長等は，通常行

っている震度法での

補強土擁壁の安定計

算において決定した

条件である． 

電柱荷重は補強土

擁壁の壁頂荷重とし

て一定荷重と時刻歴

波形荷重の 2ケース

とした．一定荷重は

時刻歴波形荷重の最

大値（M=526.2kN･m，

S=77.9kN）を用いた．

電柱荷重の時刻歴波形と変位の時刻歴波形（H=7m転倒の場合）

を図 3に示す． 

変形計算結果を表 1 に示す．H=3m のケースでは，一定荷重

の場合，転倒モードで大きな変位量となっており滑動モードの

変位は生じていない．これは滑動モードの降伏震度が大きいた

めである．これに対して波形荷重で与えた場合は変位量が非常に小さくなっている． 

 

図 1  剛壁面補強土擁壁の変形モード  
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図 2  計算断面 

5 10 15 20 25 30 35

-5

0

5

-100

0

100

-500

0

500

z
max

=6.621m/s
2

入
力

加
速

度
z 

(m
/
s2 )

時間 T(sec)

せ
ん

断
力

S
 (
k
N

)

S
max

=77.91kN

M
max

=526.2kNm

曲
げ

ﾓ
ｰ

ﾒ
ﾝ
ﾄ

M
 (
k
N

･m
)

0

20

40

60

80

100

波形

一定

=40.6mm

=73.4mm

 

 

 

変
位

量
（
H

=
7
m

,転
倒

）
δ

（
m

m
）

 

図 3  電柱荷重の時刻歴波形と変位時刻歴 

表 1  変形計算結果（δ：mm） 

壁高 H (m) 荷重 転倒 滑動 

3.0m 
一定 393.3 0.0 

波形 8.3 0.0 

7.0m 
一定 73.4 50.4 

波形 40.6 44.1 
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H=7m のケースでは H=3m のケースより，一定荷重と波形荷重との変位量の差は小さくなっているが，波

形荷重は一定荷重の場合と比べて 6～9割の変位量となっている． 

３．安定計算における補強材仕様の比較 

通常の補強土擁壁の設計（震度

法）に用いられている現行の電柱

荷重は，高架橋に設置された電柱

を想定した荷重であり，高架橋の

応答加速度を考慮した値となって

いる．これに対して，今回新たに文献 1）と同様に L1地震動を用

いた電柱の動的解析を行った結果から得られた時刻歴波形荷重の

最大値を震度法の設計での地震時電柱荷重として計算を行った． 

現行の安定計算に用いられている電柱荷重と，今回新たに応答

解析によって得られた電柱荷重を表 2に示す． 

応答解析による電柱荷重は，モーメントで比較すると現行の電

柱荷重の約 1／4.7となっており，現行の電柱荷重算定時の高架橋

の応答加速度 4.5G とほぼ整合する． 

安定計算は壁高 H=3m，7mの 2ケースとした．その他の諸条件

は前述の条件と同様である． 

現行の電柱荷重を用いた場合の安定計算結果を図 4に示す． 

安定計算における決定ケースは，応答解析による電柱荷重を用

いた場合，地震時電柱荷重が小さくなっているので一時状態（風

荷重時）の計算で補強材仕様が決定されるが，現行の電柱荷重を

用いた場合，地震時の電柱荷重が大きいため地震時状態で補強材

仕様が決定され，応答解析による電柱荷重を用いた場合より補強

材長が長くなる結果となった． 

図 2の応答解析による電柱荷重での結果と比較すると，

H=3m，H=7m 共に基本敷設長が長くなっており，H=3m

では上部の補強材強度が大きくなっている．表 3に現行

の電柱荷重を用いた場合（図 4）と応答解析による電柱

荷重を用いた場合（図 2）の補強材総敷設長の比較を示

す．補強材総敷設長は補強材強度を加味した換算長さとし，Ta=30kN/mの補強材を基本とすれば Ta=59kN/m

の補強材は 2 倍の敷設長となるとして計算した．補強材総敷設長は，今回の電柱荷重を用いた場合，H=3m

のケースで約 6割，H=7mのケースで 9 割に合理化がはかれる結果となった． 

盛土高さが低い H=3m場合，少ない補強材の層数で電柱荷重を負担する必要があるため，電柱荷重が大き

い現行の電柱荷重を用いた場合，補強材総敷設長の差がより大きくなる傾向になったと思われる． 

４．まとめ 

①電柱荷重を考慮した補強土擁壁の変形計算は，一定荷重の場合より，時刻歴荷重の場合の方が変位量が

小さくなる．②通常行われる安定計算においては，現行の電柱荷重を用いた場合より，今回計算した応答解

析による電柱荷重を用いた場合の方が合理的な設計となる．両者とも，盛土高さが低いほど大きな差となる． 
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表 2  地震時（L1）における電柱荷重（1本当り） 

 
水平力 
H （kN） 

モーメント 
M(kN･m) 

 

現行の電柱荷重 108.0 520.0 高架橋の応答加速度を考慮 

応答解析による電柱荷重 16.2 109.7 L1 の動的解析より算定 
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図 4  現行荷重での計算結果 

表 3  補強材総敷設長の比較 

 H=3.0m H=7.0m 

現行の電柱荷重 37.6m 92.2m 

応答解析による電柱荷重 23.0m 83.2m 

比率（今回／現行） 0.61 0.90 


